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達 示 第 ４ ３ 号 

平成１９年６月１日 

 

 

東京拘置所長 児 玉 一 雄 

 

 

   「東京拘置所における受刑者の隔離実施細則」の制定について 

 標記について，次のとおり定め即日施行する。 

 なお，平成１８年５月２４日付け達示第４２号「「東京拘置所における受刑者

の隔離実施細則」の制定について」は，廃止する。 

 

東京拘置所における受刑者の隔離実施細則 

 

 （目的） 

第１条 この細則は，東京拘置所（以下「当所」という。）における，刑事収容施設

及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５０号。以下「法」と

いう。）第７６条に規定する隔離を適正に実施することを目的とする。 

 （根拠） 

第２条 受刑者を隔離する場合の手続は，法，刑事施設及び被収容者の処遇に関する

規則（平成１８年法務省令第５７号），受刑者の隔離に関する訓令（平成１８年法務

省矯成訓第３３０５号大臣訓令）及び平成１９年５月３０日付け法務省矯成第３３４６号矯

正局長依命通達「受刑者の隔離に関する訓令の運用について」に定めのあるもののほか，

この細則の定めるところによる。 

 （要件） 

第３条 受刑者が次の各号のいずれかに該当する場合には，その者を他の被収容者等（被収容

者，労役場留置者及び監置場留置者をいう。以下同じ。）から隔離するものとする。 

（１）他の被収容者等と接触することにより当所の規律及び秩序を害するおそれがあるとき。  

（２）他の被収容者等から危害を加えられるおそれがあり，これを避けるために他に方法がな

いとき。 
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２ 前項の場合においては，その者の処遇は，次の各号のいずれかに該当する場合を除き，昼

夜，居室において行う。 

（１）運動，入浴又は面会の場合 

（２）健康診断又は診療の場合 

（３）前二号に掲げる場合のほか，居室において行うことが困難な処遇を行う場合 

 （隔離の期間） 

第４条 受刑者の隔離の期間は，３か月とする。ただし，特に継続の必要がある場合には，１

か月ごとにこれを更新することができる。  

２ 前項の期間中であっても，隔離の必要がなくなったときは，直ちにその隔離を中止しなけ

ればならない。 

 （手続） 

第５条 受刑者を隔離する場合又は隔離の更新を行う場合には，処遇審査会に諮るものとする。 

２ 前項に規定する場合において，処遇審査会に諮るいとまがないときは，受刑者を隔離し，

又は隔離の更新を行った後，速やかに処遇審査会に諮るものとする。 

 （告知） 

第６条 隔離を開始した場合には直ちに，隔離の期間を更新した場合には原則として当日の午

前中に，受刑者に対し，当該措置を講ずること及びその根拠規定を告知するものとする。 

２ 前項の規定により告知する場合において，処遇上適当と認めるときは，隔離する具体的な

理由についても告知して差し支えない。 

 （隔離受刑者に対する相談助言等） 

第７条 受刑者を隔離する場合には，綿密かつ頻繁な視察により，その動静を的確に把握する

とともに，隔離の理由を除去するための相談助言その他適当と認められる措置を講ずるよう

努めるものとする。 

 （医師の所見） 

第８条 受刑者を隔離している場合には，３か月に１回以上定期的に，その受刑者の健康状態

について，当所の医師の意見を聴かなければならない。 

２ 前項の規定により医師が意見を述べる場合には，その医師が診察を行う場合を除き，看護

師又は准看護師がその状況を把握し，その医師へ報告するものとする。 

３ 前項の報告を受けた医師においては，診察の要否を判断するものとする。 

４ 医師は，診察，看護師又は准看護師の報告その他の方法により隔離されている受刑者の健
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康状態を把握し，第１項の意見を述べるものとする。 

 （期間の計算等） 

第９条 隔離の期間は，隔離の開始を告知をした日から，暦に従って計算するものとする。  

２ 隔離の期間は，その末日の午後１２時を経過することによって満了する。 

３ 隔離されている受刑者について，保護室に収容し，又は閉居罰を執行した場合には，その

時点において隔離を中止するものとする。 

４  前項の規定により隔離を中止した後，保護室への収容を中止し，又は閉居罰の執行を終了

した場合において，隔離の必要があるときは，改めて第５条の規定による隔離の手続を執ら

なければならない。 

 （記録） 

第１０条 隔離の開始，隔離の期間の更新，隔離の中止又は医師の意見聴取については，視察

表に記録する。 

なお，医師の意見聴取については，隔離の開始又は隔離の期間の更新について記録した視

察表に適宜記載するものとする。 

２ 前条第３項の規定により隔離を中止した場合には，副看守長以上の階級にある者が視察表

末尾に「平成○年○月○日，保護室収容により隔離中止」等と記載し，なつ印すること。 

 （労役場留置者についての準用） 

第１１条 労役場留置者の隔離については，この細則の規定を準用する。 

 


